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資料３

喜多方市再生可能エネルギービジョンアクションプラン

実施取組状況について



喜多方市再生可能エネルギービジョンアクションプラン体系図 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《基本方針》 《整理番号》 《小区分》 《担当課》

1 各小中学校における環境教育の更なる充実 学校教育課

2 各小中学校におけるエコ活動の取組み 学校教育課

3 「きたかた豊かな森林づくり」の積極的な展開 農山村振興課

4 再生可能エネルギー施設見学会の積極的な実施による環境に対する意識啓発 企画調整課

5 浄水場施設見学会の積極的な実施による意識啓発 水道課

6 民間事業者施設見学会の積極的な実施による環境に対する意識啓発 企画調整課

7 小・中学生を対象とした工作体験学習会等の実施 企画調整課

8 市民・事業者を対象としたエネルギー・環境講演会等の実施 企画調整課

9 地区所有街路灯のLED導入支援 地域振興課

10 市有街路灯のLED化 建設課

11 市有街路灯のLED化 都市整備課

12 市有街路灯のLED化 都市整備課

13 オフセットクレジット（J-VER）制度の実施 農山村振興課

14 公用車等への省エネルギー及びクリーンエネルギー自動車の導入 財政課

15 公用車等への省エネルギー及びクリーンエネルギー自動車の導入

企画調整課
地域振興課
観光交流課
教育総務課

16 省エネルギー活動（公共交通機関、自動車の相乗り、自転車利用）の普及啓発 環境課

17 住宅用再生可能エネルギー設備設置に対する支援 企画調整課

18 蓄電池の導入及び支援 企画調整課

19 地域コミュニティ活動（エネルギー、環境）等への支援 地域振興課

20 市や県の補助制度周知と普及啓発 企画調整課

21 農地におけるソーラーシェアリング導入可能性の検討
農業振興課

農業委員会事務局

22 太陽熱エネルギーの温泉施設などの公共施設への導入可能性の検討 施設所有各課

23 太陽熱エネルギーの一般家庭や事業所への導入促進 企画調整課

24 農業水利等を利用する小水力発電設備導入に向けた協力・支援
企画調整課

農山村振興課

25 排湯熱エネルギーの導入検討 施設所有各課

26 排湯熱エネルギーの普及啓発と導入支援策の検討 企画調整課

27 農業施設への導入及び雪室貯蔵農作物の高付加価値化の検討
農業振興課

農業委員会事務局

28 公共施設への導入検討 施設所有各課

29 廃棄物エネルギーの活用（環境センター山都工場）
企画調整課

環境課

30 浄化センターへのバイオマス発電導入可能性の検討
企画調整課
下水道課

31 稲わら・もみ殻の有効活用
企画調整課
農業振興課

32 木質バイオマスの活用検討 農山村振興課

33 木質バイオマス燃料の導入 農山村振興課

34 木質バイオマス燃料の導入 施設所有各課

35 木質バイオマス燃料の導入
企画調整課

農山村振興課
商工課

36 公共施設への率先導入 水道課

37 公共施設への率先導入 施設所有各課

38 公共施設への率先導入 企画調整課

39 行政財産・普通財産の貸付 施設所有各課

40 エネルギーの地産地消関連事業の検討及び支援 企画調整課

41 エネルギーの地産地消関連事業の検討及び支援 企画調整課

42 エネルギーの地産地消関連事業の検討及び支援 企画調整課

43 エネルギーの地産地消関連事業の検討及び支援 農山村振興課

44 国や県などに対する送電網充実等の要望 企画調整課

45 再生可能エネルギー導入拡大に向けた制度・仕組みづくりの要望 企画調整課

１　教育・普及啓発活動の推進

２　地域特性を活かした再生可能エネルギーの導入

４　再生可能エネルギー導入拡大に向けた課題の解決

重点プロジェクト５ エネルギー地産地消推進事業

その他　公共施設への率先導入

推進プロジェクト６ バイオマス導入事業

重点プロジェクト４ 再生可能エネルギー導入課題解決事業

重点プロジェクト２ 再生可能エネルギー等導入支援事業

推進プロジェクト１ 太陽エネルギー導入事業

推進プロジェクト３ 温度差エネルギー導入事業

推進プロジェクト４ 雪氷熱エネルギー導入事業

３　再生可能エネルギーの地産地消の推進

《プロジェクト》

推進プロジェクト２ 小水力発電導入事業

推進プロジェクト５ 廃棄物エネルギー導入事業

重点プロジェクト１ エネルギー・環境教育推進事業

重点プロジェクト３ 省エネルギー活動推進事業



各小中学校における
環境教育の更なる充
実

再生可能エネルギーに関する理解を深めるため、
関連する教科単元等において再生可能エネルギー
関連学習を実施する。

再生可能エネルギーに関する理解を深めるため、
関連する教科単元等において再生可能エネルギー
関連学習を実施する。

再生可能エネルギーに関する理解を深めるため、
関連する教科単元等において再生可能エネルギー
関連学習を実施する。

実績・成果

小学6年生及び中学3年の理科教科の再生可能エ
ネルギー関連授業において学習し、理解を深める
ことができた。
（授業時間数：小学6年生8時間　中学3年生6時間）

今後の方向性
再生可能エネルギーに関する理解を深めるため、
引き続き、関連する教科単元等において再生可能
エネルギ-の関連学習を実施する。

各小中学校における
エコ活動の取組み

児童会、生徒会やＰＴＡを中心に行うペットボトル
キャップ等の回収活動を通して、ごみの減量化やリ
サイクルについての意識啓発を図る。

児童会、生徒会やＰＴＡを中心に行うペットボトル
キャップ等の回収活動を通して、ごみの減量化やリ
サイクルについての意識啓発を図る。

児童会、生徒会やＰＴＡを中心に行うペットボトル
キャップ等の回収活動を通して、ごみの減量化やリ
サイクルについての意識啓発を図る。

実績・成果

小中学校において、エコ推進の目的を意識しつつ,
ペットボトルキャップ等の回収の環境活動を実施
し、ごみの減量化やリサイクルについての意識啓
発を図った。
(キャップ回収：小学校16校 中学校３校
アルミ缶回収：小学校７校 中学校４校)

今後の方向性
ごみの減量化やリサイクルについての意識啓発を
図るため、引き続き、ペットボトルキャップ等の回収
等活動を行う。

「きたかた豊かな森林
づくり」の積極的な展
開

本市の豊かな森林資源を財産として守り育てていく
ため、小学生を対象として10月18日に中山森林公
園において「きたかた豊かな森林づくり」の実施し、
苗木の植樹等を行う。

秋季「緑の募金」運動推進期間である９月１日から
10月31日までの間において開催する。

秋季「緑の募金」運動推進期間である９月１日から
10月31日までの間において開催する。

実績・成果

令和元年10月18日中山森林公園において「きたか
た豊かな森林づくり」を市内の緑の少年団等66名
の参加により実施した。
森林の果たす役割や働きを理解し、緑豊かな環境
づくりと美しい郷土づくりへの関心を高め、森林を
守り育てていく意識を醸成することができた。

今後の方向性 継続して実施する。

エネルギー・環境教
育推進事業(重点プ
ロジェクト１）

１　教育・普
及啓発活動
の推進

担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画

学校教育課

農山村振興課

学校教育課

「実施計画取組状況」

小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

1

2

3

1



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

再生可能エネルギー
施設見学会の積極的
な実施による環境に
対する意識啓発

市内小中学生を対象に喜多の郷発電所等を活用
した施設見学会の実施に向けた検討を行う。
（会津電力（株）所有の雄国太陽光発電所や日中
ダム管理事務所、（株）東北自然エネルギー等と調
整）

喜多の郷発電所等を活用した施設見学会を年１回
開催する。
工作体験学習会と同日実施を予定。

喜多の郷発電所等を活用した施設見学会を年１回
開催する。
工作体験学習会と同日実施を予定。

実績・成果
次年度工作体験学習会の際にあわせて市内施設
（太陽光発電所、水力発電所等）の見学を実施す
ることを決定した。

今後の方向性
次年度に工作体験学習会にあわせて市内施設を
見学する。

浄水場施設見学会の
積極的な実施による
意識啓発

市内小学生等を対象に熱塩浄水場見学を実施し、
環境問題への意識啓発を図る。

熱塩浄水場見学による環境問題への意識啓発を
実施する。

熱塩浄水場見学による環境問題への意識啓発を
実施する。

実績・成果
市内外の小学校１６校の見学を受け入れ、環境へ
の意識啓発を図った。（市内15校、市外1校、延人
数350人）

今後の方向性
引き続き水資源を大切に使用するよう意識の啓発
を図る。

民間事業者施設見学
会の積極的な実施に
よる環境に対する意
識啓発

小中学生等を対象に市内エネルギー供給企業や
環境関係企業の施設見学の実施について検討を
行う。

施設見学会を実施する。 施設見学会を実施する。

実績・成果 施設見学が可能な施設や企業を検討した。

今後の方向性
市内関係業者のみではなく、近隣の関係業者等も
含めて検討し、見学会を開催できるよう引き続き検
討していく。

エネルギー・環境教
育推進事業(重点プ
ロジェクト１）

１　教育・普
及啓発活動
の推進

企画調整課

水道課

企画調整課

4

5

6

2



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

小・中学生を対象とし
た工作体験学習会等
の実施

夏休み期間中の小中学生を対象に再生可能エネ
ルギー体験工作キットの製作等を通して、再生可
能エネルギーの仕組みについて学習する。
年１回の開催を実施予定。

夏休み期間中の小中学生を対象に再生可能エネ
ルギー体験工作キットの製作等を通して、再生可
能エネルギーの仕組みについて学習する。
年１回の開催を実施予定。

夏休み期間中の小中学生を対象に再生可能エネ
ルギー体験工作キットの製作等を通して、再生可
能エネルギーの仕組みについて学習する。
年１回の開催を実施予定。

実績・成果
夏休み期間中に再生可能エネルギー工作体験学
習会を１回実施した。
・参加者数 児童１２名　保護者８名　計２０名

今後の方向性
次年度以降も継続して開催するとともに参加者を
増やすために内容を創意工夫していく。

市民・事業者を対象と
したエネルギー・環境
講演会等の実施

再生可能エネルギーや環境問題等に対する理解
促進を図るため、年１回講演会を開催する。

再生可能エネルギーや環境問題等に対する理解
促進を図るため、年１回講演会を開催する。
また、事業者向け、市民向けの再エネ設備導入支
援に関する説明も併せて実施する。

再生可能エネルギーや環境問題等に対する理解
促進を図るため、年１回講演会を開催する。
また、事業者向け、市民向けの再エネ設備導入支
援に関する説明も併せて実施する。

実績・成果

12月に市民、市内民間事業者等を対象として再生
可能エネルギーの基礎についての講演会を開催し
た。
・参加者数　４０名

今後の方向性
引き続き講演会を開催して、再生可能エネルギー
や環境問題等に対する理解促進を図っていく。

地区所有街路灯のＬ
ＥＤ導入支援

各地区所有街路灯をLED化する場合にかかる経費
を補助金により支援する。
（年間180基程度）

各地区所有街路灯をLED化する場合にかかる経費
を補助金により支援する。

各地区所有街路灯をLED化する場合にかかる経費
を補助金により支援する。

実績・成果

協働のまちづくり推進事業補助金により、4行政区
に対して、各地区所有街路灯のLED化にかかる経
費を補助金により支援した。
　［新設3基　切替48基］

48基を蛍光灯(40W)をLED（8W）に交換したことによ
り、二酸化炭素排出量を3,505kg削減することがで
きた。

今後の方向性
地区所有街路灯のLED化の需要は今後も続くと見
込まれるため、制度を継続する。

エネルギー・環境教
育推進事業(重点プ
ロジェクト１）

１　教育・普
及啓発活動
の推進

省エネルギー活動推
進事業（重点プロ
ジェクト３）

企画調整課

企画調整課

地域振興課9

7

8

3



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

市有街路灯等のＬＥＤ
化

・継続して実施する。
市内にある街路灯の数を把握する。
・各地区において喜多方市街路灯補助金を利用し
てもらいLED化を支援する。

・喜多方市内の幹線道路沿いに設置されている街
路灯や橋梁に設置されている街路灯などを優先的
にLED化を行う。
・各地区において喜多方市街路灯補助金を利用し
てもらいLED化を支援する。

・喜多方市内の幹線道路沿いに設置されている街
路灯や橋梁に設置されている街路灯などを優先的
にLED化を行う。
・各地区において喜多方市街路灯補助金を利用し
てもらいLED化を支援する。

実績・成果

・街路灯の管理台帳を整備した。
（令和2年3月末時点　全体3,271基 LED化数625
基）
・各地区で喜多方市街路灯事業補助金を利用し64
灯をＬＥＤ化（新規21灯＆切替43灯）した。

今後の方向性
喜多方市内の幹線道路沿いに設置されている街
路灯や橋梁に設置されている街路灯などを優先的
にLED化を行う。

市有街路灯等のＬＥＤ
化

市営住宅の共用部電灯等について、故障または老
朽化による更新時期に合わせてLED化を実施す
る。

市営住宅の共用部電灯について、故障または老朽
化による更新時期に合わせてLED化を実施する。

市営住宅の共用部電灯について、故障または老朽
化による更新時期に合わせてLED化を実施する。

実績・成果
菅井団地内の全外灯（4基）について、ＬＥＤ化を実
施した。

今後の方向性
故障等による更新時期に合わせた外灯・階段照明
等のＬＤＥ化を実施するとともに、ＬＥＤ化されてい
ない団地の外灯について、ＬＥＤ化に努める。

市有街路灯等のＬＥＤ
化

―

都市公園等の照明施設をLED化することにより、温
室効果ガスの排出削減を図る。
・御清水公園　５基
・西武２号公園　１基
・真木公園　１基
・喜多方駅前広場　街路灯２０基、通路灯１４基

都市公園等の照明施設をLED化することにより、温
室効果ガスの排出削減を図る。
・中央公園　４基
・東町公園　１１基
・薬草園　７基

実績・成果 ―

今後の方向性 ―

１　教育・普
及啓発活動
の推進

建設課

都市整備課

都市整備課

省エネルギー活動推
進事業（重点プロ
ジェクト３）

10

11

12

4



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

オフセット・クレジット
（Ｊ－ＶＥＲ）制度の実
施

J-VERの販売によりCO2削減に取り組む企業等の
活動を支援する。

J-VERの販売によりCO2削減に取り組む企業等の
活動を支援する。
新たな発行に向けた取り組みを行う。

J-VERの販売によりCO2削減に取り組む企業等の
活動を支援する。
新たなクレジットを発行する。

実績・成果
令和元年度販売実績176ｔ－CO2。
J-VERの販売により社会貢献活動を行う企業の支
援を行うことができた。

今後の方向性 継続して実施する。

公用車等への省エネ
ルギー及びクリーンエ
ネルギー自動車の導
入

公用車への追加導入を検討する。 公用車への追加導入を検討する。 クリーンエネルギー自動車を導入する。

実績・成果
公用車への省エネルギー車、クリーンエネルギー
車の導入について検討した。

今後の方向性
クリーンエネルギー車（PHEV車）を2021年度導入
に向け準備する。

公用車等への省エネ
ルギー及びクリーンエ
ネルギー自動車の導
入

環境省補助事業を活用して、観光シャトルバスや
スクールバス、デマンド交通等を電気自動車化した
場合の導入可能性について調査を行う。

前年度の調査結果を基に、今後の方向性について
庁内関係課において各課検討を行う。

前年度に引き続き、今後の方向性について庁内各
課において検討を行う。

実績・成果
環境省補助事業「エネルギーの地産地消を推進す
るための社会システム導入可能性調査」において
導入可能性を調査した。

今後の方向性
一定のCO2削減効果はあるが、車両の更新には大
きな費用負担が生じることから、費用対効果を踏ま
えて対応していく。

１　教育・普
及啓発活動
の推進

農山村振興課

財政課

企画調整課
地域振興課
観光交流課
教育総務課

省エネルギー活動推
進事業（重点プロ
ジェクト３）

13

14

15

5



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

省エネルギー活動（公
共交通機関、自動車
の相乗り、自転車利
用）の普及啓発

喜多方市環境基本計画等に沿って総合的な省エ
ネルギー活動の普及啓発を図った。

喜多方市環境基本計画等に沿って総合的な省エ
ネルギー活動の普及啓発を図る。

環境基本計画の中間見直しを行う。

実績・成果

6月の環境月間に合わせ、地球温暖化防止のため
の省エネルギー活動について、市広報や市ホーム
ページに記事を掲載し、普及啓発を図った。また、6
月最終週の市民環境週間に合わせ、ポスターやパ
ネルを市施設にて展示した。

今後の方向性

喜多方市環境基本計画等に沿って、広報やイベン
ト等を通じ、市民等に向けた総合的な省エネル
ギー活動の普及啓発を図る。

住宅用再生可能エネ
ルギー設備設置に対
する支援

太陽光発電、薪・ペレットストーブ、地中熱利用シス
テムに対して設置費用の一部を補助する。

各補助メニューの利用状況や卒FITを見据え、補助
内容について随時検討を行い、補助制度を実施す
る。

各補助メニューの利用状況や卒FITを見据え、補助
内容について随時検討を行い、補助制度を実施す
る。

実績・成果

・太陽光発電　56件　276ｋｗ　　累計　446件
・薪、ペレットストーブ　4件　　　 累計　 63件
・地中熱利用システム　0件　　 累計　 0件
計60件

今後の方向性

太陽光発電については年々申請が増えているの
で、より多くの人が補助を受けられるように予算を
確保する。地中熱利用システムについては申請が
ない状態が続いているので今後の方向性を検討し
ていく。

蓄電池の導入及び支
援

住宅用再生可能エネルギー設備設置に対する支
援の一環として、支援制度の検討を行う。

支援制度を実施する。 支援制度を実施する。

実績・成果
令和２年度に向けて要綱を改正し、蓄電池及び電
気自動車充給電設備（V2Hシステム）を追加した。

今後の方向性
蓄電池及び電気自動車充給電設備（V2Hシステ
ム）の補助を実施し、補助制度を周知していく。

１　教育・普
及啓発活動
の推進

環境課

企画調整課

企画調整課

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

再生可能エネルギー
等導入支援事業（重
点プロジェクト２）

18

省エネルギー活動推
進事業（重点プロ
ジェクト３）

16

17

6



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

地域コミュニティ活動
（エネルギー、環境）
等への支援

協働のまちづくり推進事業補助金により、低炭素化
に資する公益性の高い取組に対するハード面から
の導入支援を行うとともに、ふるさと創生事業補助
金により市民によるエネルギー、環境分野に関連
するふるさと活性化に寄与するイベント開催等に対
して支援する。

協働のまちづくり推進事業補助金により、低炭素化
に資する公益性の高い取組に対するハード面から
の導入支援を行うとともに、ふるさと創生事業補助
金により市民によるエネルギー、環境分野に関連
するふるさと活性化に寄与するイベント開催等に対
して支援する。

協働のまちづくり推進事業補助金により、低炭素化
に資する公益性の高い取組に対するハード面から
の導入支援を行うとともに、ふるさと創生事業補助
金により市民によるエネルギー、環境分野に関連
するふるさと活性化に寄与するイベント開催等に対
して支援する。

実績・成果

・協働のまちづくり推進事業補助金により、4行政区
に対して、各地区所有街路灯のLED化にかかる経
費を補助金により支援した。
　［新設3基　切替48基］
（再掲）

・ふるさと創生事業補助金を活用した市民が行うイ
ベント開催等への支援については、0件であった。

今後の方向性

今後も協働のまちづくり推進事業補助金による低
炭素化に資する公益性の高い取組に対するハード
面からの導入支援及びふるさと創生事業補助金に
よる市民のエネルギー、環境分野に関連するふる
さと活性化に寄与するベント開催等に対する支援
を継続する。

市や県の補助制度周
知と普及啓発

本市補助制度に関する市広報への掲載及び市ＨＰ
によるＰＲを実施する。また、県補助制度について
も市広報への掲載を行い、市民への周知を図る。

市広報、市ＨＰによるＰＲを実施する。 市広報、市ＨＰによるＰＲを実施する。

実績・成果
市広報及び市HPに掲載するとともに市庁舎にポス
ター掲示、チラシを設置し周知を図った。

今後の方向性
引き続き広報活動を行っていき、市民への周知徹
底を図る。

-

固定価格買取制度に
おける買取価格低下
を見据え、自家消費も
含めた地産地消への
誘導策及び支援策の
検討

【再掲 No.18】
住宅用再生可能エネルギー設備設置に対する支
援の一環として、蓄電池への支援にむけた制度の
検討を行う。

【再掲 No.18】
支援制度を実施する。

【再掲 No.18】
支援制度を実施する。

企画調整課

-
市民・事業者向け講
演会等の開催

【再掲 No.8】
再生可能エネルギーや環境問題等に対する理解
促進を図るため、年１回講演会を開催する。

【再掲 No.8】
再生可能エネルギーや環境問題等に対する理解
促進を図るため、年１回講演会を開催する。
また、事業者向け、市民向けの再エネ設備導入支
援に関する説明も併せて実施する。

【再掲 No.8】
再生可能エネルギーや環境問題等に対する理解
促進を図るため、年１回講演会を開催する。
また、事業者向け、市民向けの再エネ設備導入支
援に関する説明も併せて実施する。

企画調整課

地域振興課

企画調整課

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

再生可能エネルギー
等導入支援事業（重
点プロジェクト２）

20

19

太陽エネルギー導入
事業（推進プロジェク
ト１）

7



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

農地におけるソーラー
シェアリング導入可能
性の検討

現在、設置されているソーラーシェアリング導入の
状況確認とともに、導入後の農作物の収量及び品
質等の調査を実施する。

ソーラーシェアリング導入の課題となるパネル下で
の日照等の影響を受けず、安定した収量と品質が
確保できる農作物等の検討を行う。

ソーラーシェアリング導入後も安定した収量等が確
保できる農作物の選定と併せ、関係機関・団体等
との連携のもと、選定した農作物別に作業効率や
収量等を踏まえた最適なパネル設置や支柱間隔
等を示す導入モデルマニュアルの作成と周知を行
う。

実績・成果

プール育苗での営農型太陽発電に取り組んでいる
新潟市の(農)木津みずほ生産組合を視察し、太陽
発電設置による育苗への影響がほとんどないこと
や収益性について確認することができた。

今後の方向性

先進地調査先の買取価格は32円であったが、現行
は18円に低下しているものの、太陽発電の導入コ
ストも大幅に減少していいるものと思慮されるた
め、今後、太陽光発電メーカー等から導入コスト等
の聞き取りを行い、採算性の確認を図る。

太陽熱エネルギーの
温泉施設などの公共
施設への導入検討

導入コスト、費用対効果などの経費について検討
を行う。

前年度に引き続き、導入コスト等について検討を行
う。

前年度の検討結果を受けて、施設所有各課におい
て、太陽熱エネルギー導入の可否を判断する。
また、今後改修等を予定している施設については、
引き続き導入可能性の検討を行う。

実績・成果 各施設所有課において導入可能性を検討した。

今後の方向性 引き続き、導入に向けてコスト等の検討を行う。

太陽熱エネルギーの
一般家庭や事業所へ
の導入促進

太陽熱エネルギーの導入拡大に向けた需要量等
について調査・検討を行う。

太陽熱エネルギーの導入拡大に向けた需要量等
について調査・検討を行う。

太陽熱エネルギーの導入拡大に向けた需要量等
について調査・検討を行い、導入支援制度の創設
有無について判断する。

実績・成果
市においてH20～H27年度まで補助制度を実施し
ていたが利用実績は0件だった。補助制度等の相
談実績もない状態である。

今後の方向性
現状需要がない状態であるので、今後推進してい
くのかを検討していく。

太陽エネルギー導入
事業（推進プロジェク
ト１）

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

農業振興課
農業委員会事

務局

施設所有各課

企画調整課

21

22

23

8



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

-
喜多の郷発電所の利
活用等による小水力
発電の普及啓発

【再掲 No.4】
市内小中学生を対象に喜多の郷発電所等を活用
した施設見学会の実施に向けた検討を行う。

【再掲 No.4】
喜多の郷発電所等を活用した施設見学会を年１回
開催する。
工作体験学習会と同日実施を予定。

【再掲 No.4】
喜多の郷発電所等を活用した施設見学会を年１回
開催する。
工作体験学習会と同日実施を予定。

企画調整課

農業水利等を利用す
る小水力発電設備導
入に向けた協力・支援

農業水利等を活用した民間事業者による小水力発
電施設等の設置に向けた協力・支援を行う。

農業水利等を活用した民間事業者による小水力発
電施設等の設置に向けた協力・支援を行う。

農業水利等を活用した民間事業者による小水力発
電施設等の設置に向けた協力・支援を行う。

実績・成果
小水力発電の導入を検討する民間事業者に対し
各種情報提供を行った。

今後の方向性 継続して実施する。

排湯熱エネルギーの
導入検討

導入コスト、費用対効果などの経費について検討
を行う。

前年度に引き続き、導入コスト等について検討を行
う。

前年度の検討結果を受けて、施設所有各課におい
て、導入の可否を判断する。
また、今後改修等を予定している施設については、
引き続き導入可能性の検討を行う。

実績・成果 導入可能性、コスト等を検討した。

今後の方向性 導入実現が可能かどうかを含めて検討していく。

排湯熱エネルギーの
普及啓発と導入支援
策の検討

取組意向のある団体の把握や設備導入にむけた
具体的な課題等を把握する。

取組意向のある団体の把握や設備導入にむけた
具体的な課題等を把握する。

前年度の結果を受けて、補助事業の創設の可否
判断を行う。
具体的な取組主体が想定される場合には、設備導
入に係る経費補助を検討する。

実績・成果
現状は導入に関しての相談、問い合わせは無い状
況である

今後の方向性
民間業者の導入以降について確認し、導入希望が
ある場合は経費の支援等を検討していくとともに普
及啓発方法や支援制度の創設を行っていく。

小水力発電導入事
業（推進プロジェクト
２）

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

企画調整課
農山村振興課

24

施設所有各課

企画調整課

温度差エネルギー導
入事業（推進プロ
ジェクト３）

25

26

9



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

農業施設への導入及
び雪室貯蔵農作物の
高付加価値化の検討

現在設置されている雪室貯蔵については穀物類が
大半を占めており、新たな農作物（野菜、果物等）
の活用について検討を行う。

雪室貯蔵施設における長期保存での鮮度や食味
などの品質確保の可能性を検証するため、山都農
林水産物集出荷貯蔵施設を活用してネギの試験
的な保存実証を実施する。

保存実証の結果に基づき、雪室貯蔵施設の活用
による農作物の高付加価値化や販路拡大が図ら
れるよう、農作物毎に最適な保存期間や出荷時期
などの実践に向けた検討を実施する。

実績・成果

日本酒や根菜類等を雪室で貯蔵し、付加価値を高
めている新潟県魚沼市の「魚沼の里」を視察する
予定であったが、新型コロナの感染拡大によって
急遽、閉館となったため、調査することができな
かった。

今後の方向性
農産物等の雪室貯蔵による有効性等を確認するた
め、先進地調査を実施する予定。

公共施設への導入検
討

現在本市における導入可能な施設整備等は予定
していないため、今後の施設整備（改修）時に、雪
室導入を含めた検討を行う。

現在本市における導入可能な施設整備等は予定
していないため、今後の施設整備（改修）時に、雪
室導入を含めた検討を行う。

現在本市における導入可能な施設整備等は予定
していないため、今後の施設整備（改修）時に、雪
室導入を含めた検討を行う。

実績・成果 現状では導入可能な施設整備を予定していない。

今後の方向性 今後の施設整備時には導入可能性を検討する。

廃棄物エネルギーの
活用（環境センター山
都工場）

環境省補助事業を活用し、生ごみ等を活用した廃
棄物エネルギーの有効活用の方策について調査
を実施する。

前年度の検討結果を基に、今後の方向性について
喜多方広域市町村圏組合との検討を行う。

前年度に引き続き、今後の方向性について喜多方
広域市町村圏組合との検討を行う。

実績・成果
環境省補助事業「エネルギーの地産地消を推進す
るための社会システム導入可能性調査」において
導入可能性を調査した。

今後の方向性
運用コスト削減効果等が一定程度見込まれるた
め、喜多方広域市町村圏組合と協議しつつ導入可
能性や設備形態等について検討していく。

バイオマス導入事業
（推進プロジェクト６）

-

環境センター山都工
場及び塩川工場への
バイオマス発電導入
可能性の検討

【再掲 No.29】
環境省補助事業を活用し、生ごみ等を活用した廃
棄物エネルギーの有効活用の方策について調査
を実施する。

【再掲 No.29】
前年度の検討結果を基に、今後の方向性について
喜多方広域市町村圏組合との検討を実施する。

【再掲 No.29】
前年度に引き続き、今後の方向性について喜多方
広域市町村圏組合との検討を実施する。

企画調整課
環境課

廃棄物エネルギー導
入事業（推進プロ
ジェクト５）

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

雪氷熱エネルギー導
入事業（推進プロ
ジェクト４）

農業振興課

施設所有各課

企画調整課
環境課

27

28

29

10



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

浄化センターへのバイ
オマス発電導入可能
性の検討

環境省補助事業を活用し、下水汚泥等を活用した
廃棄物エネルギーの有効活用の方策について調
査を実施する。

前年度の調査結果を基に、今後の方向性について
庁内において検討を行う。
・費用対効果が1.0以上の場合
　直営及びPFI手法による導入を検討する。
・費用対効果が1.0以下の場合
　太陽エネルギー等他の再生可能エネルギーの導
入を検討する。

実施が可能となった場合は導入に向け基本設計等
を行う。

実績・成果
環境省補助事業「エネルギーの地産地消を推進す
るための社会システム導入可能性調査」において
導入可能性を調査した。

今後の方向性 調査結果を基に庁内において検討を行う。

稲わら・もみ殻の有効
活用

・産学官連携によりもみ殻の有効活用を進めてい
る富山県射水市や新潟市を対象に先進地調査を
実施する。
・もみ殻を固形燃料化する機器も補助対象とする
農業用機械等導入支援を実施する。
・環境省補助事業を活用し、もみ殻の有効活用に
向けた調査を実施する。

・農業系バイオマスの利活用による冬期間におけ
る施設園芸の生産実証に必要な設備の導入を支
援する。
・先進地調査の結果や技術開発の進捗状況等を
踏まえ、利用促進の具現化に向けた検討を実施す
る。

・農業系バイオマスの利活用した農業生産に必要
な設備の導入を支援する。
・先進地調査の結果や技術開発の進捗状況等を
踏まえ、利用促進の具現化に向けた検討を実施す
る。

実績・成果

産学官連携によりもみ殻の有効活用を進めている
富山県射水市や新潟市を対象に先進地調査を実
施し、小型もみ殻ボイラーの一定の有効性を確認
することができた。

今後の方向性
もみ殻ボイラーを活用した施設園芸モデル実証事
業を創設し、ボイラー導入の有効性の実証を図る。

木質バイオマスの活
用検討

蔵の湯に設置する木質バイオマスボイラー設備導
入に係る各調整項目の整理、検討を行う。

蔵の湯において木質バイオマスボイラー設備を導
入予定。

蔵の湯に木質バイオマスボイラを設置した場合、稼
働状況を基に有効性の検証を行い、他施設への導
入を検討する。

実績・成果

環境省の補助事業を活用し、喜多の郷「蔵の湯」へ
木質バイオマスボイラ導入案の作成や建屋を含む
設備導入のための収支計画作成等を実施した。
（補助事業実施：民間事業体）
喜多の郷「蔵の湯」へ木質バイオマスボイラ熱供給
事業コスト等が明確となり、令和２年度に設備を導
入を決定する際の参考となった。

今後の方向性
令和２年度に喜多の郷「蔵の湯」へ木質バイオマス
ボイラを導入し、熱供給を実施予定

バイオマス導入事業
（推進プロジェクト６）

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

農山村振興課

企画調整課
下水道課

企画調整課
農業振興課

30

31

32

11



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

木質バイオマス燃料
の導入

木質バイオマス燃料の安定供給のため、森林集約
化等対応策の検討を行う。

森林集約化等対応策の検討を行う。
森林集約化等対応策の検討を行う。
蔵の湯の燃料については、既存商流からの調達に
より対応する予定。

実績・成果

木質バイオマスの地域内流通のために必要な木
材のストックヤード（サテライト）及びコンビナートの
設置に向け、会津森林活用機構（株）に対し、用地
等の必要な情報の提供等を行った。
施設を設置するための用地取得には至らなかっ
た。

今後の方向性 継続して実施する。

-
木質バイオマス燃料
の導入

【再掲 No.32】
蔵の湯に設置する木質バイオマスボイラ設備導入
に係る各調整項目の整理、検討を行う。

【再掲 No.32】
蔵の湯において木質バイオマスボイラー設備を導
入予定。

蔵の湯において木質バイオマスボイラー設備の運
用が開始した場合、有効性について検証する。

観光交流課
農山村振興課

木質バイオマス燃料
の導入

市所管施設において、冬期間暖房機器としてペ
レットストーブの導入を検討する。

冬期間暖房機器としてペレットストーブの導入を検
討する。

導入の検討及び実施計画を策定する。

実績・成果 導入費用等コスト面を考慮しつつ検討した。

今後の方向性 引き続き導入のために可能性等検討していく

木質バイオマス燃料
の導入

環境省補助事業を活用して、木質バイオマスの民
間事業者における導入意向について調査を実施す
る。

調査結果を受けて、今後の支援体制の構築に向け
た庁内関係課等との検討を行う。

前年度の検討結果を基に補助制度を創設・運用

実績・成果

環境省の補助事業を活用し、喜多の郷「蔵の湯」へ
木質バイオマスボイラ導入案の作成や建屋を含む
設備導入のための収支計画作成等を実施した。
（補助事業実施：民間事業体）
喜多の郷「蔵の湯」へ木質バイオマスボイラ熱供給
事業コスト等が明確となり、令和２年度に設備を導
入を決定する際の参考となった。

今後の方向性
令和２年度に喜多の郷「蔵の湯」へ木質バイオマス
ボイラを導入し、熱供給を実施予定

-
木質バイオマス燃料
の導入

【再掲 No.17】
市民を対象に補助事業を活用した薪・ペレットス
トーブの導入支援を継続して実施する。

【再掲 No.17】
各補助メニューの利用状況や卒FITを見据え、補助
内容について随時検討を行い、補助制度を実施す
る。

【再掲 No.17】
各補助メニューの利用状況や卒FITを見据え、補助
内容について随時検討を行い、補助制度を実施す
る。

企画調整課

農山村振興課

施設所有各課

企画調整課
農山村振興課

商工課

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの

導入

バイオマス導入事業
（推進プロジェクト６）

33

34

35
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担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

公共施設への率先導
入

民間事業者と連携し、熱塩加納浄水場における導
水管を活用した小水力発電における水質を含む浄
水工程等の問題点の把握と、導入にむけた検討を
行う。

民間事業者と連携し、小水力発電の詳細設計、発
電準備を行う。（浄水工程等に問題点がない状況
による）

小水力発電の発電準備及び発電を開始する。（浄
水工程等に問題点がない状況による）

実績・成果
民間事業者と小水力発電の導入に向けて検討を
重ねた結果、事業採算性が見込めないことから計
画断念となった。

今後の方向性 事業採算性が見込めないため実施予定なし。

公共施設への率先導
入

市所管施設への太陽光発電設備導入の検討を行
う。

前年度に引き続き導入に向けた検討を行う。 2023年度以降の設置に向け導入計画を策定する。

実績・成果 各施設検討をおこなった。

今後の方向性 引き続き導入可能性の検討を行う。

公共施設への率先導
入

ひとづくり・交流拠点複合施設における再生可能エ
ネルギーの導入について、基本設計の中で検討を
行う。

施設の実施設計の中で、再生可能エネルギー設
備の具体的な設置に向けた検討を行う。

施設の開館を合わせて再生可能エネルギー設備
を導入する。

実績・成果
太陽光発電システムや電気自動車充電器等の導
入を検討した結果、一期工事で太陽光発電システ
ムの導入を決定した。

今後の方向性
二期工事で電気自動車充電器の導入に向けて引
き続き検討を行う。

-
公共施設への率先導
入

【再掲 No.29】
環境省補助事業を活用し、生ごみ等を活用した廃
棄物エネルギーの有効活用の方策について調査
を実施する。

【再掲 No.29】
前年度の調査結果を基に、今後の方向性について
喜多方広域市町村圏組合との検討を行う。

【再掲 No.29】
前年度に引き続き、今後の方向性について喜多方
広域市町村圏組合との検討を行う。

企画調整課
環境課

水道課

施設所有各課

企画調整課

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

公共施設への率先
導入

36

37

38

13



担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

-
公共施設への率先導
入

【再掲 No.30】
環境省補助事業を活用し、下水汚泥等を活用した
廃棄物エネルギーの有効活用の方策について調
査を実施する。

【再掲 No.30】
前年度の調査結果を基に、今後の方向性について
庁内において検討を行う。
・費用対効果が1.0以上の場合
　直営及びPFI手法による導入を検討する。
・費用対効果が1.0以下の場合
　太陽エネルギー等他の再生可能エネルギーの導
入を検討する。

【再掲 No30】
実施が可能となった場合は導入に向け基本設計等
を行う。

企画調整課
下水道課

-
公共施設への率先導
入

【再掲 No.34】
市所管施設において、冬期間暖房機器としてペ
レットストーブの導入を検討する。

【再掲 No.34】
冬期間暖房機器としてペレットストーブの導入を検
討する。

【再掲 No.34】
導入の検討及び実施計画を策定する。

施設所有各課

行政財産・普通財産
の貸付

再生可能エネルギー設備設置において貸付可能
な普通財産及び行政財産の整理を行う。

再生可能エネルギー設備設置において貸付可能
な普通財産及び行政財産の整理を行う。

貸付可能な普通財産及び行政財産の一覧を作成
する。

実績・成果 普通財産、行政財産の整理を行った。

今後の方向性
普通財産、行政財産の使用に関する相談があれ
ば可能性を検討する。

エネルギー地産地消
関連事業の検討及び
支援

環境省補助事業を活用し、地域エネルギー会社の
運営可能性を含めた地産地消モデルの構築可能
性について調査を実施する。

前年度調査の結果を踏まえた新たな事業構築につ
いて検討を行う。

前年度の検討結果を踏まえて、関係各課と調整
し、補助事業の創設等、事業体制の構築に向けた
具体的な支援を実施する。

実績・成果

調査の結果地域新電力会社にも様々な形態があ
り、それぞれメリット・デメリットがあるので、事業ビ
ジョンを明確化させコンセプトづくりをしていくことが
重要であると分かった。

今後の方向性
自治体の役割や事業ビジョンに至る道筋の妥当
性・現実性を検証確認しながら、実現可能かどうか
を含めて検討していく。

エネルギー地産地消
関連事業の検討及び
支援

-
エネルギーの地産地消推進のために重要な役割
を担う自治体新電力会社に関する勉強会の開催
及び先進地視察を実施する。

必要に応じて勉強会の開催及び先進地視察を実
施する。

実績・成果 -

今後の方向性 -

３　再生可能
エネルギー
の地産地消
の推進

施設所有各課

企画調整課

企画調整課

エネルギー地産地消
推進事業（重点プロ
ジェクト５）

２　地域特性
を生かした
再生可能エ
ネルギーの
導入

公共施設への率先
導入

39

40

41
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担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

エネルギー地産地消
関連事業の検討及び
支援

-

再生可能エネルギー設備設置希望者に対し、設備
の選定から生産したエネルギーの活用方法まで専
門家からの助言を受けられるようアドバイザー派遣
事業を実施する。

前年度の活用実績等を考慮し、必要に応じて支援
内容等の見直しを行いながらアドバイザー派遣事
業を継続する。

実績・成果 -

今後の方向性 -

エネルギー地産地消
関連事業の検討及び
支援

木質バイオマスの地域内流通のために必要な木
材のストックヤード（サテライト）及びコンビナートの
設置に向け、会津森林活用機構（株）に対し、用地
等の必要な情報の提供等を行う。

木質バイオマスの地域内流通のために必要な木
材のストックヤード（サテライト）及びコンビナートの
設置に向け、会津森林活用機構（株）に対し、用地
等の必要な情報の提供等を行う。

木質バイオマスの地域内流通のために必要な木
材のストックヤード（サテライト）及びコンビナートの
設置に向け、会津森林活用機構（株）に対し、用地
等の必要な情報の提供等を行う。

実績・成果

木質バイオマスの地域内流通のために必要な木
材のストックヤード（サテライト）及びコンビナートの
設置に向け、会津森林活用機構（株）に対し、用地
等の必要な情報の提供等を行った。
施設を設置するための用地取得には至らなかっ
た。

今後の方向性 継続して実施する。

【再掲】
再生可能エネルギー
等導入支援事業

- - 【再掲　No.17～19】 【再掲　No.17～19】 【再掲　No.17～19】 -

【再掲】
小水力発電導入事
業

- - 【再掲　No.4,24】 【再掲　No.4,24】 【再掲　No.4,24】 -

【再掲】
温度差エネルギー導
入事業

- - 【再掲　No.25,26】 【再掲　No.25,26】 【再掲　No.25,26】 -

【再掲】
雪氷熱エネルギー導
入事業

- - 【再掲　No.27,28】 【再掲　No.27,28】 【再掲　No.27,28】 -

【再掲】
廃棄物エネルギー導
入事業

- - 【再掲　No.29】 【再掲　No.29】 【再掲　No.29】 -

【再掲】
バイオマス導入事業

- - 【再掲　No.17,29～35】 【再掲　No.17,29～35】 【再掲　No.17,29～35】 -

３　再生可能
エネルギー
の地産地消
の推進

３　再生可能
エネルギー
の地産地消
の推進

【再掲　No.18,21～23】 -【再掲　No.18,21～23】

農山村振興課

企画調整課

【再掲　No.18,21～23】-

エネルギー地産地消
推進事業（重点プロ
ジェクト５）

【再掲】
太陽エネルギー導入
事業

43

-

42
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担当課2020年度実施計画 2021年度実施計画小区分プロジェクト基本方針 2019年度実施計画
N
O

国や県などに対する
送電網充実等の要望

会津総合開発協議会や市長会等を通じて、送電網
の充実に関する要望を継続的に実施する。

会津総合開発協議会や市長会等を通じて、送電網
の充実に関する要望を継続的に実施する。

会津総合開発協議会や市長会等を通じて、送電網
の充実に関する要望を継続的に実施する。

実績・成果

容量不足となっている送電網を拡充するよう要望を
行った。令和2年1月29日付けで東北電力において
50ｋｗ以上の新規発電所の新規接続が可能となっ
たとの発表があったので一定程度の課題解決が図
られた。

今後の方向性
今後の発電事業者の声なども勘案しながら要望を
取り下げることも視野に入れながら状況を注視す
る。

再生可能エネルギー
導入拡大に向けた制
度・仕組みづくりの要
望

会津総合開発協議会や市長会等を通じて、再生可
能エネルギーの導入拡大に向けた施策を継続実
施するよう要望を継続的に実施する。

会津総合開発協議会や市長会等を通じて、再生可
能エネルギーの導入拡大に向けた施策を継続実
施するよう要望を継続的に実施する。

会津総合開発協議会や市長会等を通じて、再生可
能エネルギーの導入拡大に向けた施策を継続実
施するよう要望を継続的に実施する。

実績・成果
現在の施策を継続して実施していくとともに新規の
施策も追加していくよう要望した。

今後の方向性 引き続き継続、新規追加のために要望していく。

再生可能エネルギー
導入課題解決事業
（重点プロジェクト４）

４　再生可能
エネルギー
導入拡大に
向けた課題
の解決

企画調整課

企画調整課
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